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人権教育、学力保障、市民性教育
若　槻　　　健
講演録
1 ．はじめに
　みなさん、こんにちは。若槻健と申します。
今年度 4 月より、関西大学文学部教育文化専修
の教員に着任いたしました。科目としては「学
校教育論」を、また教職とも関連しまして「カ
リキュラム研究」や「教育と文化の社会学」と
いったものも担当しています。10月より、全学
の教職支援センターの副センター長も務めてお
ります。まだまだ慣れないなかではあります
が、専修の先生方にもお助けいただきながら、
日々過ごしております。このたびは、このよう
な報告の機会を与えてくださいました関西大学
教育学会に厚く御礼申し上げます。本日は、自
己紹介も兼ねまして、これまで私が研究してき
たこと、現在取り組んでいることなどをお話し
したいと思います。
　私の出身は、島根県の中山間地、奥出雲地方
というところです。松本清張の「砂の器」に出
てきます亀嵩という地名があるところです。も
しくは、「もののけ姫」にでてきます「たたら場」
のモチーフになったともいわれている地方でも
あります。とても田舎で、町に信号が一つ二つ
しかないようなところです。そこで高校まで育
ちました。地域の子どもたちのほとんどが進学
する高校でしたので、小さいころからの変わら
ない人間関係のなかで、塾もありませんし、の
んびりと成長してきたのではないかと思いま
す。
　私の両親は、教師をしておりまして、私は地
域では数少ない大卒の保護者を持つ子こどもで
あったわけです。私は 1 浪して、大阪大学に進
学しました。当時は全く気付いていませんでし
たが、大学に行くこと、島根大学ではなく都市
部の大学に行くこと、浪人をすること、すべて
「当たり前」のように選択してきましたが、私
の高校の同級生にとっては、「当たり前」では
なかったのです。大学では教育社会学を学び、
今でも自分のアイデンティティは半分そこにあ
りますが、自分の育ってきた道を振り返るのに
も、社会学は面白い視点を提示してくれるなと
思います。
　 1 浪は、下宿して、県内で「トップ」といわ
れる進学校の「補習科」というところに通いま
した。「補習科」は、高校 4 年生のようなかた
ちでが、学生服を着て、補習科の「補」という
バッジをつけて高校で学ぶ仕組みです。担任も
きちんといて、高校の先生の授業を受けます。
島根は、予備校が多くありませんので、補習科
に通う浪人生はけっこうおり、「現役生」と切磋
琢磨して、大学に合格することができました。
　大学は大阪大学の人間科学部、さらに同大学
院で学びました。今日ご来場の皆さんのなかに
もご存知の方は多いと思いますが、亡くなられ
た池田寛先生のもとで学び、そのおかげで大学
院博士前期課程から当時の同和教育推進校や地
域の子ども会にかかわる機会をいただきました。
15年以上前ですが、当時はまだ大学院生が学校
に入れてもらって研究するというのは、なかな
か珍しいことでしたので大変感謝しています。
　それから今まで高槻市、松原市、茨木市など
をはじめ多くの小中学校や教育委員会とかかわ
らせていただいています。その経験やそこで得
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られた人間関係は、教育の問題を現場に即して
考えるための貴重な財産となっています。
　はじめは、教室における子どもたちの人間関
係や教師・生徒関係、学校と地域の連携を研究
テーマとしていたのですが、関係が強くなるな
かで、授業づくりにもかかわるようになってき
ました。今一番かかわりが強いのは箕面市の萱
野小学校ですが、萱野小学校の先生たちと一緒
に人権教育のカリキュラム、つながりのなかで
学び育つ授業づくりに取り組んでいます。私の
研究テーマの第一は、市民性教育ですが、市民
性教育と人権教育をどう接合していくかという
ことを大きな課題にしています。
　また、学力保障、学力向上にむけた授業づく
り、学校づくり、教育行政の政策といった研究
も行っています。これは、大阪大学の志水宏吉
教授の研究グループのメンバーとして取り組ん
できているものですが、「力のある学校」研究
として知られるようになってきているもので
す。実は、私の大学外の仕事でけっこうな量を
占めているのがこの「力のある学校」研究につ
いて教育委員会の研修や校長会などでお話する
というものです。学校や社会のニーズとして、
「学力」がクローズアップされてきている表れ
かなと思います。この学力向上、学力保障につ
いてもやはり人権教育の観点からとらえること
が必要であるというのが私の立場です。本日の
報告の表題は「人権教育・学力保障・市民性教
育」ですが、これらは、私が今取り組んでいる
ことは何かなと考えたときにそれぞれつながり
を持つ 3 つのキーワードだなと思ったもので
す。これから、この 3 つのキーワードを中心に
お話をさせていただきたいと思います。
2 ．人権教育としての公教育と現代の子
どもたちに求められる力
　まず、人権教育としての公教育と現代の子ど
もたちに求められる力ということについてお話
します。現代社会において公立学校が置かれた
状況を考える際の一つの鍵概念が「インクルー
ジョン」です。インクルージョンは、特別支援
教育の文脈で学校現場でもよく知られた考え方
になってきていますが、次のような意味合いを
持った言葉です。まず、平等を所得といった量
ではなく、質的に捉える。質的というのは、そ
の人が自分の人生を自分の思うように生きるチ
ャンスに開かれているかどうかということで
す。各種の生活機会が与えられ、公共空間への
参加が保障されている、これが平等ということ
です。逆に不平等な状態とは、社会的に排除さ
れた状態のことを指します。したがって、福祉
国家で主要な平等化策とされていた所得の再配
分、雇用促進、生活保護といったものよりも、
人々のライフチャンスを増大させるための教育
がかつてよりも重視されるようになってきてい
ます。社会とどのようにかかわっていくのかを
考え、また社会で生きていくための力をつけさ
せることは、もちろん以前から教育の目的とし
てあったわけですが、今日ますます教育に求め
られるようになってきていると思います。
人権教育の 4側面
　そうしたなかで、私は公教育、少なくとも小
中学校といった義務教育段階の教育は、人権教
育でなければならないと考えています。人権教
育とはなにかを考える際に有用なものに、「人
権教育の 4 側面」があります。この人権教育の
4 側面は、「人権教育のための国連10年」（1995
年～2004年）の取り組みが全国で行われる中で
次第に広がっていった考え方で、1）人権として
の教育（education as human rights）、2）人権
についての教育（education about human rights）、
3）人権が大切にされた教育（education in or 
through human rights）、4）人権をめざす教育
（education for human rights）の 4 つから成り
ます。
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　人権としての教育は、学習権としての教育を
意味し、基礎学力の保障がめざされます。この
基礎学力にはいわゆる「読み書き算」だけでな
く、コミュニケーション能力といった現代社会
で強く必要とされるようになってきたスキルも
含まれると思います。
　人権についての教育は、学習内容であり、具
体的な人権課題について学ぶという側面です。
狭い意味での人権教育は、この人権についての
教育に表わされており、例えばマイノリティの
当事者に講演をしてもらい感想文を書く、また
人権課題を取り扱った映画を見て感想文を書く
といった取り組みだけで、人権教育をやってい
ますという学校や自治体というのもまだまだ少
なくないと思います。もちろん、人権課題を知
ることは人権教育に不可欠ですが、その「知り
方」にはいかに人権課題を自分たちの課題とし
て考えるかといった仕掛けが必要ですし、また
他の 3 側面とのつながりがあって初めて意味を
なすものだと思います。
　人権が大切にされた教育は、一人ひとりの意
見が聞かれ、尊重されるといったように、一人
ひとりが大切な存在として認められる学校文化
のなかでの教育を意味しています。いくら人権
が大切だと教師が子どもたちに説いても、同じ
教師が高圧的にふるまっていたり、クラスでい
じめが放置されていたり、言いたいことを言え
ないような雰囲気があったりしては、とても人
権教育とは言えないですよね。仲間や大人に対
する信頼感を日常的な学校生活で育んでいくの
が、この人権が大切にされた教育という側面で
す。
　そして最後の人権をめざす教育は、上の 3 つ
の側面を統べるものとしてあり、「人権が保障
される社会を実現していくために、自分の力を
信じていく子どもたちを育てること」を意味し
ています。一人ひとりの人権を大切にすること
は、多様な他者を尊重したり、助け合ったりす
るだけでは達成されません。身近な人間関係を
超えた社会の制度や法律といった「仕組み」を
変えていったり、自分たちの住む町を性別や障
害の有無、国籍の違いなどにかかわらず生きや
すくすることが必要です。人権教育では、単に
人権問題を知識として学ぶだけでなく、子ども
たちの学ぶ権利が保障され、日常の学校生活で
子どもたちの人権が大切にされ、人権の尊重さ
れた社会づくりをめざしているのです。
　この人権教育の 4 側面から、学校教育を考え
てみると、学校が子どもたちにつける力は、ま
ず世の中でやっていくための力（適応、生き残
り）であり、第 2 に世の中を担っていく力でも
あります。そして、「担っていく」というのは、
人権に満たされた社会創りを担っていくといこ
とでもあります（変革）。このことは、人権教
育は、「心」を育むとともに、社会を担う力を
育むことも意味しているわけです。
誰に焦点を当てるのか
　人権教育を考えるときに、もう一つ忘れては
ならないのが、「だれ」にこだわって授業をす
るのかということです。すべての子どもたちに
同じように接するのが「平等」なのか、すべて
も子どもたちが豊かな学びができるよう特定の
子に焦点を当てることが「平等」なのか。具体
的に言えば、クラスの 8 割が理解できればOK
といった教師主導の一斉授業を洗練させるの
か、それとも一番「しんどい」立場の子にこだ
わった授業づくりを行うのか。大阪をはじめと
した同和教育・人権教育では後者が大切にされ
て実践が蓄積されてきたと思います。ただ、そ
れは全国的にメジャーなやり方ではないです。
そこでは仲間とのつながりが学びを高めるとい
うことが想定されています。一部の「できる子」
をつなぐことで授業が成立している、そしてわ
からない子は孤立無援で毎時間を過ごしている
のかもしれない、こうした授業が一見「よい授
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業」として見られているところがあります。そ
うではなくて、クラスのなかで一番困難を抱え
ている子どもが、どんな授業なら学ぶことがで
きるのか、そこにこだわるのが人権教育ではな
いかと思います。
　そうした意味で、近年しばしば言われます
「ユニバーサル・デザインの授業づくり」とい
う観点は非常に大切だと思います。教師の授業
がいくら下手でも、つまらなくても、勘のいい
子、学習意欲の高い子は勝手に学びます。その
子の学力が高くてもそれは、教師の力量とはあ
まり関係がありません。いっぽうで、なにか学
びを促す仕掛けがないと学ぶことができない子
がいます。彼らが学べるようにしかけをつくる
ことが、ユニバーサル・デザインの授業づくり
だと思います。余談ですが、私も含めて大学の
教員がユニバーサル・デザインの授業づくりか
らは最も遠いところにいるかなあと思います。
現代社会に生きる子どもたちに求められる力
　子どもたちが、将来世の中でやっていくため
の力をつけていくこと、学力保障は人権教育の
大切な側面の一つですが、ここでいう世の中で
やっていく力とはいったいなんでしょうか。基
礎基本の読み・書き・算数でしょうか。もちろ
んそれも大切ですが、今日の脱工業化・情報化
社会においてはそれに加えて「個性」や「コミ
ュニケーション力」が強く求められるようにな
ってきています。同様に「知識」よりも「学ぶ
意欲」や「学び方」が相対的に重視されるよう
になってきています。日本経済団体連合会が
2004年に出した「21世紀を生き抜く次世代育成
のための提言」では、「求められる 3 つの力」
として「志と心」「行動力」「知力」が挙げられ
ています。またOECDの提唱するキー・コン
ピテンシーでは、現代社会を生きるすべての人
に共通して求められるであろうコンピテンスと
して「異質な集団で交流する」「自律的に活動
する」「相互作用的に道具を用いる」が挙げら
れています。いずれもその是非を置くにして
も、従来の知識の獲得中心型の「学力」以上の
意欲やコミュニケーション力といったものを含
む力が求められています。
　また子どもたち自身も「人間関係」に心を砕
くようになってきているように思います。集団
から浮かないように、関係を壊さないために相
手を思いやる子どもたち、その子どもたちが人
間関係につまずいたときのダメージは以前より
非常に大きいと指摘されています（土井、2008）。
しばしば子どもたちのコミュニケーション力が
低下したといわれますが、こうしたことを考え
ると、子どもたちのコミュニケーション力は低
下したというよりは、本人にとっても社会にと
っても重要性が増しているといえるのではない
でしょうか。そして、ここでさらに気になるの
は、こうしたコミュニケーション力などを含ん
だ「新しい学力」は、「古い学力」よりも家庭
環境の影響を受けやすいのではないかという指
摘があることです（本田、2005）。つまり、昔
ながらの「学力」以上に学校教育を通じて「新
しい学力」の格差を縮小すること、学力保障を
することは難しいということです。
学力と子どもの社会経済文化的背景
　ここで、学力と子どもの社会経済文化的背景
について確認しておきたいと思います。現代社
会は、身分社会のように自分の将来が、社会的
属性によって決まるのではなく、自らの能力と
努力により立身出世する「業績主義」（メリト
クラシー）の社会であり、学校は、社会を平等
化する装置であることが期待されてきました。
しかし、現実には、どの社会集団（たとえば子
どもの出身階層、ジェンダー、エスニシティ）
に所属しているかによって、子どもの学力達成
には、有利・不利があります。このことは、近
年「格差社会」に注目が集まる中で、一般の人々
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にも認識されるようになってきたのではないで
しょうか。
　このことをPISA調査で確認してみましょう。
PISAでは、学力を規定する要因として生徒の
社会経済的背景がどれほど影響を与えているの
かを分析するために、「家庭の学習リソース」
「家庭における文化的所有物」「保護者の教育的
背景」「家庭の社会経済的背景」の 4 つを用い、
「生徒の社会経済文化的背景指標」を作成して
います。この指標によって 4 分割した生徒群の
うち、下位25％群と上位25％群を比較すると、
「科学」「読解」「数学」全ての領域において、70
点程度の差があり、生徒の社会経済文化的背景
と「学力」が高い相関関係にあることが分かり
ます。なかでも日本の場合は、他の調査参加国
と比べて特に「保護者の学歴」の影響力が高い
ことが指摘されています。また、お茶の水女子
大学耳塚グループの研究では、子どもの「学力」
は、「学校外教育支出」、「保護者学歴期待」、「世
帯所得」、「母学歴」の順に、強く規定されるこ
とが示されています（耳塚・牧野、2007）。
3 ．学力保障─学校の力
　子どもの学力差は家庭の差であり、学校にそ
の不平等を縮小する力はないという、いわば
「学校無力論」を肯定するような話ですが、こ
うした状況に一石を投じたのが、「効果のある
学校」論です。効果のある学校論の初期の代表
者であるアメリカのエドモンズによれば、効果
のある学校は、「人種や階層に由来すると思わ
れる学力格差を克服している学校」と定義され
ています。つまり、そのままだったら家庭環境
の差が学力格差に反映されるところが、学校に
より縮小されているということです。単に学力
の高い学校ではありません。「最低習得基準」
の集団ごと（階層・ジェンダー・民族）の通過
率が、測定の指標になっており、学校全体の平
均点が高くても、ある社会集団、例えば黒人の
学力が低ければ効果のある学校とは呼びませ
ん。エドモンズは ｢効果のある学校｣ 論を学校
改善に生かそうと、その特長を描き出しまし
た。
　効果のある学校研究は、日本にも「輸入」さ
れ、同和地区の子どもたちの学力問題を研究す
る研究者のなかから、日本版効果のある学校
「七つの法則」が作られました。すなわち、
　①子どもを荒れさせない
　②子どもを力づける集団づくり
　③チーム力を大切にする学校運営
　④実践志向の積極的な学校文化
　⑤外部と連携する学校づくり
　⑥基礎学力定着のためのシステム
　⑦リーダーとリーダーシップの存在
というものです。そして、この研究は、現在私
のグループの一員である「力のある学校」研究
へと受け継がれていきました。1）子どもの学力
の半分は、保護者の影響下にある、2）社会経済
文化的背景の「しんどい」子どもたちが多い学
校ほど、学力保障は難しいにもかかわらず、す
べての子どもたちに対して、本来持っている力
を十分に発揮させることに成功している「力の
ある学校」（Empowering　school）と呼ぼうと
いう、私たちの願いが込められた概念です（志
水、2009）
　力のある学校研究では、大阪府の学力等実態
調査をもとにして、「力のある学校」を小中学
10校抽出し、それぞれの学校に大学教員と大学
院生のペアが 1 年間フィールド調査に入り、授
業をはじめとした教育活動を観察し、教職員、
保護者・地域住民等へのインタビューを行いま
した。そして、対象校の特徴として見出された
8 つの項目を整理したのが、力のある学校のス
クールバスモデルです。
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　①は、教育にかかわるものすべてが「気持ち」
をそろえて一緒にがんばろうという推進力を、
②は、気持ちだけではバスがどこに進むかわか
らないので、かじ取りを示しています。③から
⑥までの 4 つのタイヤは、実際の教育活動が充
てられています。どの項目も、子どもたち一人
ひとりを大切にする人権教育の視点が通底して
います。⑦⑧は、教育活動を支える学習環境と
学校文化を示しています。
　なかでも私が担当したのは、④「すべての子
どもの学びを支える学習指導」です。今日は時
間の都合で詳しくお話しすることができません
が、一人ひとりの子どもたち、なかでも、教室
で一番学ぶのが困難な子どもが学ぶには授業を
どう作ったらいいのかということを研究してい
ます。授業づくりの際に留意することとして、
「学校としての授業づくり」「子どもたちの参加
を促す授業形態」「子どもたち一人ひとりの実
態に目を向ける」「授業づくりの基盤にある生
徒指導、集団づくり」といったことを指摘して
います。
4 ．市民性教育
　 3 つ目のキーワード「市民性教育」に行きた
いと思います。市民性教育は、「個人化」とグ
ローバル化が進行するなかで、個人と国家（を
はじめとする社会）との関係の再構築が模索さ
れるなか、1990年代に入り世界的に関心が高ま
ったといわれています。米国では1990年代にク
リントン政権下で教育政策として検討され、英
国では「シティズンシップ」科が2002年からナ
ショナル･カリキュラムとして必修化されてい
ます。国家と国民の枠組みが揺らぐ欧州でも、
欧州評議会が2005年を「教育を通したシティズ
ンシップヨーロッパ年」として、様々な取り組
みが行われました。こうした動きに影響を受け
ながら、日本においても市民性を育むための教
育が各地で行われ始めています。
　とはいえ、市民性教育は、古くからあるテー
マであるともいえます。なぜなら市民性教育
は、ある社会の成員資格=シティズンシップを
教える／育むことであり、社会が次世代を社会
化しようとするところには市民性教育があると
いえるでしょう。したがって、しばしば市民性
教育と民主主義教育を等価に結ぶような語られ
方がされますが、それは「皇民教育」、「国民教
育」同様に一つの市民性教育にすぎません。「正
しい」市民性教育があるのではなく、こうあっ
てほしいと信じる市民性教育がせめぎ合ってい
るのです。
市民性教育言説・実践の多様性とその背景
　まずは今日市民性教育がどのように語られ、
実践されているのか、そしてその背景を考えて
みたいと思います。ここでは主に日本の状況を
念頭においています。
　第一に、若者のモラルの低下や社会への無関
心を危惧する言説です。今日ではいわゆる「個
人主義」的な風潮が強まり、個々人がお互いに
関心を失い、私事にのみ関心を持ち、私たちに
共通の問題に無関心になってきているといわれ
ています。こうした風潮のなか、思いやりがな
く、他人や社会のことには無関心で、自分さえ
よければそれでいいという若者が増えていると
図 1 　スクールバスモデル
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いうのです。自分の「人権」ばかりを主張して、
他人の「人権」に目がいかないだとか、生活の
私事化が広まり、より広い社会のことに無関心
な者が多くなってきているといったことが主張
されます。このことは、しばしば青少年の「犯
罪率の上昇」や「凶悪犯罪の低年齢化」という
議論と絡めて語られもします。この立場が若者
に求めるものには、電車で高齢者に席を譲ると
いったものから、選挙で投票に行ったりボラン
ティア活動に参加するといったものまで含まれ
ますが、個人の規範意識や道徳性を問題にして
おり、青少年をしつけ、矯正することで社会に
対して「責任ある大人」に育てあげようとしま
す。端的にこの立場の関心は、青少年の「心」
の育成にあると言うことができるでしょう。
　第二に「社会的に排除される若者」という言
説があります（ジョーンズ＆ウォレス、1996）。
それは今日の青少年が社会から構造的に排除さ
れ、不十分な市民性（成員資格）しか有してい
ないことを危惧するものです。1990年代以降、
フリーターやニートと呼ばれる若年層、さら
に、人との関係か築けずに社会生活から撤退す
る「ひきこもり」の増大が社会問題になってい
ます。ここでは若者の自立＝「大人になること」
を妨げる社会構造的な要因に注目がいきます。
構造的な不況と終身雇用制の崩壊、「福祉国家」
から「小さな国家」への政策転換等、若者が定
職に就き、結婚し、親元を離れる、子どもを生
み・育てるということが難しくなってきていま
す。若者が社会と関り、大人としての権利と義
務を果たすことはますます先送りされており、
かれらは社会参加の機会（能力）を奪われ孤立
しているのです。
　この立場では、若者に対して十全に社会に参
加する機会を提供したり、参加することができ
るようになるための知識や能力をつけさせるよ
うな支援策が必要とされることになります。そ
の知識や能力は単に職業教育を指すのではな
く、広く社会に参加するためのツールです。し
たがってそこには社会参加と人権を保障するも
のとしての政治や法律、人権に関する知識が含
まれます。それによって若者のエンパワメント
が図られるのです。エンパワメントは「差別や
抑圧、あるいは社会の否定的なまなざしにさら
されることによって、本来もっている力をその
まま出すことができず、いわば力を奪われた状
態にある人が、その抑圧された力を生き生きと
発揮することで、能動的に自己実現や社会参加
に向かっていくプロセス」をいいます（部落解
放・人権研究所、2000）。つまり抑圧してくる
社会状況に適応する力をつけるだけでなく、そ
れに対して連帯して私たちが本来持っている力
を発揮できる社会状況に変革していくことであ
ります。したがって〈適応〉と〈変革〉の両面
が、必要となってくるのです。またこうしたま
なざしでは特に底辺層の若者への注目がなされ
ます（部落解放・人権研究所、2005）。なぜな
ら構造的な不平等の不利益を最もこうむるのが
かれらであるからです。
　第三に「参加」を強調するタイプの言説があ
ります。かつて「公」は「お上」=為政者であり、
福祉国家においては、行政を指しました。福祉
国家に生きる私たちは、帰属集団や古いしきた
りから解放され、「公」を行政に任せ、個人的
に自由を享受することが是とされていた。それ
に対して今求められているのは、積極的に「公
共」を担う市民です（山脇、2008）。このタイ
プの言説は、いわゆる「保守」、国家の立場か
ら語られるものと、自由主義的な「市民活動」
を推進してきた人たちの立場から語られるもの
に分けることができるでしょう。前者は、しば
しば前述した若者のモラル低下を嘆く論調と合
流します。例えば2002年 7 月の中教審答申「青
少年の奉仕活動･体験活動の推進方策等につい
て」は、奉仕活動･体験活動を通じて青少年が
社会にコミットすることを提言しています。そ
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こでは若者を「社会の形成者」に育成するため
に身につけさせることとして、「社会の構成員
としての規範意識や、他人を思いやる心など豊
かな人間性」、「社会のルールや自ら考え行動す
る力」が挙げられています。こうした文科省の
立場と親和的で、それを体現しようとしている
ものとして品川区の小中一貫校における「市民
科」を挙げることができますが、そこで強調さ
れるのもまさに「規範意識や道徳性、社会的マ
ナー」です。いわば社会に〈適応〉し、〈貢献〉
する市民像です。
　後者は、ボランティア教育やNPO活動を推
進してきた論者や実践家が、自立した個人が社
会のことを考え、新しい価値を生み出し、新し
い社会を担い、創っていくことを目指す動きで
す。また参加という方法により、理科や社会科
等の教科教育を活性化させようとする論者もこ
こに含むことができるでしょう。ここで留意が
必要なのは、ボランティアという人々の善意や
コミュニティへの参加が、新自由主義的な風潮
と親和的であり、これまで福祉国家が行ってき
たことの肩代わりにすぎないという観点です
（渋谷、2003）。すなわち公的な問題として扱わ
れるべきことが、私的なネットワーク（ボラン
ティア）によって対処療法的に解決される（も
しくは、そうしてネットワークに恵まれず、放
置される）ことへの批判です。こうした場合、
参加は〈貢献〉というよりむしろ〈自己実現〉
と捉えることが的確かもしれません。
　これに対し、例えば小玉重夫氏はボランティ
ア学習（サービス・ラーニング）を脱政治的で
あると批判し、公共的な問題にコミットし、そ
の解決を図る米国のパブリックワークを紹介・
提唱します（小玉、2003）。そうすることで、
個々人の私的な困難を社会問題化し、集団的な
解決を図るという〈変革〉志向の取り組みにな
るでしょう。
　第四に、あまり注目されていないが重要であ
るものとして家庭科教育の立場からの主張にふ
れておきたいと思います。市民性は「家族や家
庭生活などの親密圏と密接に関係しながら発揮
される」のであり、家庭科教育は「生活する私」
と「市民である私」が重なり合うことを明確に
意識化するものであるとされています（日本家
庭科教育学会、2007）。この見方は、これまで
私的な問題とされてきたことを公的な議論にさ
らす可能性を含意しています。たとえば、ドメ
スティック･バイオレンスやセクシャル・ハラ
スメントのようにこれまで私的に解決すべき
（堪え忍ぶべき）問題として語られてきた事柄
が今日では公的な「不正義」として扱われるよ
うになってきています。介護の問題においても
家族の問題から公的な問題へと移行しつつあり
ます（斉藤、2000）。公私の境界は常に揺らぎ
のなかにあり、何を公的な問題として私たちが
共有するのかは、他者との対話の過程で明らか
にされることなのです。
　最後に、人権教育の立場です。そこでは、一
人ひとりの多様な生き方が平等に尊重される
「民主主義社会」の担い手の育成が市民性教育
として求められる。そこにはマイノリティの声
に耳を傾け、連帯する契機が含まれている。池
田寛先生は、人々が利己的な個人主義に陥るこ
となく、みなに共通の善きものを追求するため
に協働することを論じ、市民性教育を「社会的
な障壁を永続させるのではなく、それらを矯正
し変革する過程に参加する人間を育てること」
と述べていました。共通の善きものは異なる他
者との対話から生み出される。公共の問題へ関
心を持ち、〈変革〉へコミットしていく者たち
の育成です。
さまざまな市民性教育
　こうした市民教育をめぐる背景を理解し、市
民教育を再構成するためにウェステイマーとカ
ーンの言う市民の 3 類型が手がかりとなりま
－37－
す。彼らは、米国における民主主義教育をめぐ
る議論のもつれた現状を分析し、そのなかで異
なる志向性を持つ 3 つの「市民」像を提示して
います（若槻、2006）。
①　モラル型
　「モラル型市民」は、個人として社会に責任
を果たす市民を目指すもので、伝統的コミュニ
タリアンの抱く市民像に近いといえます。彼ら
はきちんと働き、税金を払い、法に従い、災害
が起これば助け合う。道徳教育（character 
education）と親和性が高く「正直」、「誠実」、「自
己鍛錬」、「勤勉」といった徳性（品位）を個人
が身につけることが期待されます。敬意をもっ
て他者に接し、怒りを平和的に処理し、他者の
気持ちを思いやり、他人を傷つけない。人から
して欲しいと思うことのすべてを人々にせよ。
コミュニティが受け継いできた道徳的価値に忠
実であれ、というわけです。
　ところでこの「市民」は必ずしも分析的思考
や問題認識を必要としません。自分の頭を働か
せなくても、やるべきことは明示的に与えられ
ているのだから、それをただ内面化して行動に
移せばよいのです。
②　スキル型
　「スキル型市民」は、コミュニティにおける
市民活動や社会生活に積極的に参加する知識や
能力を持った人々を指します。こうした「市民」
育成に求められるのは、政府や行政組織、地域
の団体がどのように機能しているのかを教え、
支援を必要としている人のために組織を計画
し、参加することの大切さを教えることです。
たとえば、NPOを運営する能力がそれにあた
ります。「モラル型市民」が出来合いのコミュ
ニティ・サービスに協力する（例えばバザーに
モノを提供する）のに対し、「スキル型市民」
は自らコミュニティ・サービスを企画し、実行
するのです。
③　公正型
　「公正型市民」は、今日の社会における不公
正（injustice）な問題を取りあげ、社会正義を
追求する重要性に明確な注意を向けます。批判
的に社会的・政治的・経済的構造を注視し、現
状の不公正に変化を求めて挑む集団的戦略を考
える。そして可能なときには問題の根元を明ら
かにします。コミュニティの問題について集団
的な解決を見いだそうとする点では「スキル型
モラル型市民 スキル型市民 公正型市民
特　徴 ・ コミュニティで責任
をもった行動をする
・ 働き、税金を払う
・ 法に従う
・ リサイクルや献血に
協力する
・ 災害の時にはボラン
ティアに協力する
・ コミュニティを組織したり改
善する活動的な一員
・ 支援を必要とする人ための活
動を組織する。コミュニティ
の経済状況や環境を改善する
・ 行政の役割を知る
・ 協力して課題に取り組む方法
を知る
・ 表面的な原因を越えて
社会・政治・経済的構
造を批判的に吟味する。
・ 不公正な領域を探り明
らかにする。
・ 社会運動について知り、
システムを変革する方
法を学ぶ
活動例 食料配給に食料を提供
する
食料配給を自ら組織する なぜ人々が飢えるのかを
考察し、根本的な原因を
解決するために行動する
前　提 市民はよい徳性を持た
ねばならない。正直で、
責任感があり、法を遵
守するコミュニティの
一員であること
市民は積極的に参加しリーダー
的立場をとらなければならない
（現存のシステムとコミュニテ
ィの構造の範囲内で）
市民は、不公正を再生産
する現存のシステムと構
造を疑問に付し、変革し
ていかなければならない
（Westheimer & Kahne.2004,p.263をもとに筆者が作成）
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市民」と問題意識を共有するが、社会問題や不
公正を批判的に分析し、社会を改良していこう
という革新的な姿勢において違いを見せるので
す。スキル型が現在の社会・政治・経済的構造
を留保したなかで支援を必要とする人を助ける
ことにより「よりよいコミュニティ」を目指す
のに対して、「公正型市民」は、社会構造その
ものにメスを入れる。つまり問題の原因は、個
人に帰せられるよりもむしろ個人をそういう状
況に追いやる社会構造にあるという立場に立つ
のです。
　この 3 つの「市民」像を明確化させるために、
一つの話を考えてみましょう。私たちの町にホ
ームレスの人々がいるとします。それぞれの
「市民」はどのような行動を起こすでしょうか。
モラル型は、ホームレスのためにボランティア
活動をしている団体に衣類や缶詰を提供した
り、バザーを行って得た収益を寄付したりする
でしょう。スキル型は、自らこうしたボランテ
ィア活動を組織し、サービスを運営していきま
す。そして公正型は、ホームレスを生み出す社
会・政治・経済的構造の問題に分析の目を向
け、不公正を社会に訴えていくのです。
　学習においてふり返る内容を考えてみると三
者の相違がよくわかります。モラル型はどれく
らい徳目を内面化できたかをふり返り、スキル
型はどれくらいうまく活動が運営できたのか、
サービスの質は高かったかとふりかえります。
そして公正型は自分たちの批判的分析が現実を
どれだけ明確に捉えることができているのかを
ふり返るのです。
2 つの実践例
　次に、実践例として、典型的な二つの例を紹
介したいと思います。といっても、前者は後者
の実践を浮かび上がらせる鏡として提示したい
と思います。私が取り上げたいのは、人権教育
に基盤を置いた市民性教育ですので、その例と
して二つ目に大阪の萱野小学校を取り上げま
す。その前に、とてもよく知られた東京のO小
学校の実践を紹介したいと思います。
O小─情を排除したクールな学習共同体
　O小では、全校全教科あげて「『公共性』を
育む『シティズンシップ教育』─友だちと自
分の違いを排除せずに理解し考える力を発揮す
る─」に取り組んでいます。なかでも10年ほ
ど前から社会科をもとに設置された「市民」科
において、シティズンシップ教育に取り組みを
進めており、日本のシティズンシップ教育実践
の代表例としてしばしば紹介されています。
　O小が構想する「シティズンシップ教育」は、
「本校で定義する『公共性』を育むことである。
『公共性』とは、教師が、民主主義に基づく社
会生活をつくる資質・能力を育てる視点を持
ち、友だちと自分の違いを排除せずに、理解し
考える力を発揮する子どもを育てること」であ
り、「公共のマナー・ルールを守るだけでなく
て、『豊かな知識や判断力、批判的精神』を持
つこと」が目指されています。そのために、「市
民」科では、事実をもとに「社会的価値判断力」
や「意思決定力」を育むことがめざされている。
典型的な授業展開としては、ある社会問題に対
して、個々の児童が調べ学習を行う→調べたも
のをもとにクラスで議論する→友だちとの意見
の違いを排除せずに自分の意見を深めていく、
という流れです。場合によってクラスでの議論
から何らかの共同の意思決定がされ、社会貢献
活動につながることもあるが、こうしたアクテ
ィブ・シティズンシップ的な面は重視されてお
らず、教室で以下に質の高い議論が構成される
かを大切にしているそうです。
　子どもたち一人ひとりが調べてきたこと=事
実をもとに議論を展開する。 1 時間の授業の中
でも、他の児童の発言を聞き、それを取り込ん
だり、反駁したりすることで自らの意見を精緻
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化していく姿がしばしば見受けられました。そ
こには、純粋に知的な関心から結びついた学習
共同体が形成されており、例えば「（仲のいい）
○○ちゃんの意見だから賛成」といった「私情」
＝情的なつながりは存在しません。それぞれが
「自分の頭」で考え判断している。その際に「他
者との違いを排除せずに」、葛藤を通じながら
「社会的価値判断」や「意思決定」を行ってい
くことで授業が展開されています。
　O小の「市民」では、非常に高度な知的議論
が展開されており、他者の意見を踏まえて考え
る力や事実をもとに価値判断・意思決定を行う
力が子どもたちについていることが期待できま
す。ただし、その一方で徹底した「私情」の排
除が議論を地に足が着いていないものにしてい
る面も否定できないと感じました。私たちはみ
な特定の社会文化的背景の下に生まれ、様々な
人と出会い生きていくなかで、それぞれの「立
場」を保持しています。社会的価値判断や意思
決定は、その立場＝これまでの自分の生活で培
われた「思い」（や「偏見」）をもとに行われる
ものではないでしょうか。事実のみをもとに価
値判断を行うということは、単に知っているか
知っていないかの問題に還元されてしまいま
す。O小の教員は、価値観の多様化する社会で
生きていくために資質を育てたいという問題意
識を持っているようですが、実際にO小の教室
で起きているのは価値観のぶつかりあいではな
く、事実の多寡に縛られたより「合理的」な解
決方法の探究です。クラスのなかの子どもたち
の他者性は、「思い」を封印し知的つながりを
徹底させることで知識量の多寡に還元されてい
ます。そこでは、自分の「立場」は問われない
（問うてはいけない）し立場の違う「他者」は
存在しません。さらに同年代の比較的裕福で教
育熱心な家庭の子どもたちが集まるクラスメイ
トのなかに差異を見出すことは、彼らが出会っ
ていない教室外の様々な人々との差異から比べ
ればあまりに小さなものであると思いますが、
ここにあるのは教室に閉じられた学習共同体で
す。O小ではあえて「他者」の「思い」を重視
していないそうです。なぜなら「思い」や共感
は、「みんな仲良くしましょう」「私もがんばろ
うと思います」といった「道徳主義」的で、知
的議論を妨げるものであるからだと。他者の思
いに出会い、受け止めていないし、自分の生活
を振り返り、自分の「立場」を考えることもな
いので、例えば「自給率を高めること」や「ご
み処理問題」といったこともどのようにすれば
うまく解決できるかという方法論の問題にな
り、自らの「生」と切り離された「他人事」と
して「知的」に処理されていきます。「公共」
の問題を「私情」を抜きにして議論することに
拘るあまり、O小では様々な価値観や思いをも
っている人々の生を排除するかたちで公的な問
題解決が図られようとしているのです。
萱野小学校─「あたためあう関係」を基盤に
社会参画する子どもたち
　萱野小学校は、大坂北部の公立小学校で、私
が現在最もかかわりが大きい学校で、授業づく
りのお手伝いなどをしています。長く同和教育
推進校として実践を積み重ね、今日でも人権教
育を基盤に教育活動を構成しています。萱野小
では、この教育目標を実現するために、「人権
総合学習」、「基礎学力保障」、「人間関係づくり」
の 3 つの領域を設定しています。人権教育を縦
軸、この 3 領域を横軸として教育活動が編成さ
れています。そのカリキュラムは、子どもの発
達に応じて組まれますが、萱野小の人権総合学
習は次のように意味付けがなされています。
　萱野小学校では、人権総合学習を、低学
年のうちに周りの人たちとのつながりを楽
しみ、自己効力感を高める「人権基礎総合
学習」から、中学年で自分たちの得意を活
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かしつつ、相手を意識した活動を展開する
「パフォーマンス系総合学習」と地域を
フィールドにさまざまな人たち、もの、歴
史などに出会うことを楽しみ、受け取った
思いや活動を通しての学びを発信していく
「地域系総合学習」、さらにそれを基盤とし
ながら高学年で、自分を出発点としながら
よりよい社会づくりに主体的に参加してい
く子どもをめざす「人権起業家教育」へと
6 年間の子どもの育ちの積み上げを大切に
しています。…（略）…「本物」との出会い
により心動かされる経験を重ねる、人権総
合学習はそのような学びの場です。そのな
かでさまざまな人権課題との出会いは欠か
せないものであると考えています。また、
子どもたちがすべての人が暮らしやすいま
ちづくりに向け活動されている地域の人た
ちと出会い、その生き方や思いにふれたと
きに、自分の中に取り込んで考え、今の自
分にはどんなことが生かせるだろう、何が
できるだろうということを考え、行動して
いく力を育んでいくことは、人権教育の目
指す「自分を出発点によりよい社会づくり
に参加していく子どもを育てる」ことにつ
ながります。（2008年度公開研資料より）
　低学年では、クラスの仲間や教師、保護者・
地域住民とのつながりから自己肯定感を養う。
これを萱野小では「あたためあう関係」と呼び
重要視しています。あたためあう関係は、互い
の「思い」を受け止め認め合うといった「情」
的な面と自分とは異なる視点や考え方、感じ方
を提示してくれるという「知」に関わる側面が
あります。お互いが自分の生活や「思い」を話
したり・聞いたり、書いたものに対して「コメ
ントカード」のやりとりをしたりする。子ども
一人の経験からは生まれてこない考え方や感じ
方を友だちや大人のコメントは提供してくれる
わけです。子どもたちは複数の目を自らの中に
住まわせることができ、人や社会を見る力を広
げているといえるでしょう。伝えあい、あたた
めあう関係のなかで、子どもたちは自分の経験
を深めてくれる他者（友達、教師、地域住民．．．）
と出会う。子どもが学ぶということは、それま
での子どもの経験からは生まれてこない新しい
経験を積み上げるということであり、そしてそ
の新しい経験は、自分の外からやってきます。
子どもたちは他者の目を通して自己を見出す。
自己は半ば他者によって形作られるのです。
　そしてそのあたためあう関係を基盤に持ちな
がら中学年では、地域に学び、その学びを地域
に発ししていきます。高学年ではさらに、今の
自分たちにできることを考えて、よりよい社会
づくりにむけた行動を起こしていくのです。
　萱野小ではこうした大枠を持ちながらも、子
どもたちの状況や教師集団の関心、前年度まで
に出会った地域住民とのつながりなどによって
課題設定がなされるため、毎年取り組むテーマ
が異なります。具体的な取り組み例を挙げる
と、低学年では、「あそび名人」「しごと名人」
をテーマに地域住民との出会いを積み重ね、出
会った人たちにあたためられ、つながりを広げ
ていった実践（ 1 年生）や、さまざまな地域住
民にアドバイスをもらったりほめてもらいなが
ら、絵本の世界を楽しんでもらう「おはなしラ
ンド」を開き、出会った人たちを招待したり、
地域に発信していく活動を展開した実践（ 2 年
生）があります。中学年では、地域の人たちと
の出会いから、「ものづくり」をテーマに野菜、
わら細工、切花など自分たちで作ったものでチ
ャレンジショップを開き、地域の「素敵」を発
信し、またその収益金で公園への植樹も行った
実践（ 3 年生）や、まち探検や地域の人たちと
の出会いを通して、地域の「いいところ」をた
くさん見つけ、それを「ミュージアム」に表現
していくなかで、誰もが住みよいまちにしてい
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くために、自分たちにはどんなことができるの
かを考えた取り組み（ 3 年生）があります。高
学年では地域をよりよくしようと活動されてい
る人たちとの出会いを重ね、受け取った思いを
もとにNPOを立ち上げ、地域に役立つ活動を
展開するとともに地域通貨にも取り組んだ実践
（ 6 年生）や、戦争体験者や仕事で夢をかなえ
た人たちとの出会いのなかで、それぞれの人た
ちの生き方を「しぶとさ」の観点から見つめ、
かれらから受け取った思いを、地域をよりよく
していくための「ごったにざ」の活動につなげ
ていった実践（ 6 年生）があります。
　どの実践でも、地域の「よさ」に囲まれ、あ
たためられながら、地域住民の生き方や思いに
ふれ、その思いを地域をよりよくしていくため
の活動へとつなげていこうとしています。
　また萱野小の指導案には、さまざまな困難や
課題を抱えた複数の子どもたちの様子や、その
授業でその子にこだわる点が詳細に書き込まれ
ています。彼らが授業の中でどれだけ輝ける
か、それが授業の質を測る基準となっていま
す。地域のよさを発見し、それをキャッチフレ
ーズにして発信する「かやっこライター」の取
り組みの出発点は、「オレのウリは暴言と暴力
しかない！」 4 月当初に言い放った子どもの一
言だった。学年集団は、「 1 年生の時から人間
関係づくりに力を入れてきた学年だったが、ま
だまだ自分に自信が持てず、居場所がないと感
じている子がいた。一人ひとりがすてきなもの
を持っていることをみんなで共有できたら、と
いう思いがきっかけとなってキャッチフレーズ
づくりに取り組むことになった。キャッチフレ
ーズは短いことばのなかに自分の思いを込め、
言葉を選んで表現されている。子どもたちが思
いを込めるということを常に意識して活動に取
り組めると考えた」（同指導案より）そうです。
今日はじめの方でもお話しした気になる子ども
へのこだわりが、萱野小の授業づくりの根幹に
はあるのです。
「思い」から社会へ
　萱野小の取り組みの特長を 3 点指摘したいと
思います。まず、私的な問題を公共の議論につ
なごうとする点です。社会の問題は自分たちと
関係のないところから来るのではなく、出会っ
た人やクラスメイトの「思い」にその源泉があ
ります。萱野小では、地域に何かを発信したり、
地域貢献をする活動に至る前に、地域をよりよ
くするために真剣に取り組んできた人、社会の
なかで差別を受けながらも強く生きてきた人、
様々な悩みを抱えながら学校に通うクラスメイ
ト等々具体的な「思い」を持った人に出会って
います。さらにここで出会うのは、「マイノリ
ティ」と呼ばれる人であったり、彼らとつなが
り社会活動を行っている人々であることも多く
あります。それは、社会の周辺にいる人々の声
を私的領域から公的領域での議論に開くことで
もあります。このことが社会参加を教師に「や
らされている活動」ではなく「自分たちの活動」
にする要であり、時に私的な思いやりネットワ
ークとしてのボランティア活動を超え、社会の
あり方自体を問い直し、新たな価値を生み出す
契機にもなるでしょう。
　第 2 に、「選ばない」つながりを育んでいる
点です。役に立つ意見を言うからクラスメイト
とつながるのではなく、つながることが先にあ
る。むしろ理解しがたい（意味のない）コメン
トに出会ったとき、「○○ちゃんはこういうつ
もりでこう言ったんじゃないかな」と相手の立
場から肯定的に言葉を理解しようとする。一見
わかりにくい他者の「思い」によりそう力が育
まれていると思います。流行のソーシャル・ス
キル・トレーニングで他者とつながる力を育む
のではなく、むしろそうしたソーシャル・スキ
ルに欠けたクラスメイトを理解しようと寄り添
うことです。
－42－
　第 3 に、あたためあう関係で自尊感情を高め
「なかま」とつながることで（さらには基礎学
力の保障で）、社会の荒波をたくましく生き抜
いていく力を育てようとしている点です。
　O小では、事実をもとに理解し、価値判断・
意思決定していく「強い個人」が目指す市民像
としてあるように思われます。一方萱野小で
は、他者と「思い」を重ね、そこから紡ぎださ
れた自分たちの「思い」を（地域）社会づくり
に反映していく知的にも情的にもつながった
「なかま」が目指す市民像としてあるといえる
でしょう。新自由主義の社会において個として
の強さを育むのがO小であるとするなら、萱野
小は中間集団をつくることで社会から自分たち
を守り（〈適応〉）、そして〈変革〉を求めていく。
どちらを選ぶのかは、論争的な問題ではありま
すが、私は具体的な他者と自己の関係から出発
したうえで、公共世界へ出ていくことが求めら
れると考えています。
おわりに
　今日は、学力保障としての力のある学校と、
つながりをもとに社会に参画する市民性教育に
ついてお話してきました。両者には人権教育の
エッセンスが通底しています。というより、通
底していなければならないと思います。人権教
育を離れて学力保障や学力向上はないし、市民
性教育についても同様です。これからも人権教
育を基盤に置いた学力の研究、市民性教育の研
究を続けていきたいと思っています。本日はご
清聴ありがとうございました。
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